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研究成果の概要（和文）：本研究は、介護老人福祉施設700か所を対象にして、終末の看取りに関する調査を行った。
調査項目は、死亡場所、家族の看取り状況、死因、死亡時期、死亡前の家族との連絡及び死亡後等である。１．死亡場
所では施設内死亡54％、入院先の死亡44.1％、在宅に戻り死亡0.3％であった。２．死亡者で家族が立ち会ったケース
は29.7％であった。３．死亡前家族が施設を訪問したケースでは平均9.17件(84.1%)が「ある」と答えている。４．死
亡時期の平均では、「３月」が1.50名と最も多かった。次いで「６月」1.28名となっている。５．死因では、「老衰」
942名、「肺疾患」390名の順となっている。

研究成果の概要（英文）：In this research, surveys on end-stage care, particularly regarding whether 
family members were with the residents of the care facilities at the time of their deaths, were conducted 
at 700 long-term care health facilities for the elderly nationwide. The items surveyed were as follows: 
place of death; family’s presence or absence at the time of death; cause of death; time of death; and 
facility communication with the family before and after death.1. Breakdown of the place of death: among 
all care recipients, 54 percent died in care facilities; 44.1 percent died at hospitals; and 0.3 percent 
died in their own homes after returning there.2. Whether family members were with the care recipient at 
the care facility at the time of death: 29.7 percent had family members present.3. Whether family members 
visited the care recipient in the care facility before death: 9.17 families on average at each facility, 
which accounted for 84.1 percent, replied “yes.”

研究分野： 高齢者福祉
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１．研究開始当初の背景 
（１）筆者は、1990 年以降東北地方の特別
養護老人ホームの終末ケア研究をすすめて
きた。その際、終末ケアの理論を EK,ロスや
C,シシリーに依拠し、実践体制をセントクリ
ストファー・ホスピス（イギリス）を中心に、
特別養護老人ホームにおける終末ケアの有
効性を検討してきた。（1） 
（２）その後、1999 年国際高齢者年には、
日本における高齢者福祉及び終末ケアに関
する国外からの問い合わせ及びニーズに対
応し、科研により終末ケアに関する英文論文
を刊行し、アメリカ及びイギリスの研究協力
を得た機関や施設に謹呈し、日本の現状をア
ジア、ヨーロッパ及びアメリカ方面に発信し
てきた。（２） 
（３）日本における高齢者福祉の仕組みは、
2000 年介護保険施行により、従来の措置制
度から契約制度へと、サービスの仕組みは大
きく変わった。そこで介護保険下では、イギ
リスやドイツを部分的にモデルにしたケア
マネジメント手法が日本でも採用された。 
そこで筆者は、終末ケアの仕組みをケアマ

ネジメントと連動させ研究を発展させ、「日
本における終末ケアマネジメントの研究」を
著した。（３） 
（４）2014 年 2 月には、終末ケアマネジメ
ントを海外に発信した。（４） 
以上のように筆者の終末ケア研究は、発展

させてきた。そこで、2011 年度以降では、高
齢者福祉関係法の改正もみられ、新たに社会
福祉サービス下における、特別養護老人ホー
ムの終末ケア実態調査の必然性が生じた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、2011 年から 2014 年の 4 年間で 
終末ケアの先行研究を明らかにし、全国の特
別養護老人ホームの利用者が、いつ、どこで、 
誰に看取られながら、終末を迎えたか（死亡
場所）及び、終末後の施設の対応などについ
ても明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 全国老人福祉施設協会に登録された、特別
養護老人ホームのなかから、北海道、東北、
関東方面の施設 700 ヶ所を抽出し、郵送によ
るアンケート調査を実施した。 
 
４．研究成果 
 調査対象：全国の特別養護老人ホーム 

700 ヶ所 
 回収数：  197 票 
 回収率：  28％ 
 
（1）入所定員 
特別養護老人ホームの入所定員は、「51～

100 名」が 53.3％と最も多く、次いで「50 名
以下」が 37.1％、「101～150 名」が 8.1％な
どとなっている。 
 

（2）死亡者 
死亡者では、「平成 25 年４月１日から平成

26 年３月 31 日までの１年間で入居者で亡く
なられた方はいますか。（急変して入院先で
の死亡も含む）」の問では、死亡者は、「いる」
が 95.9％、「いない」が 3.0％となっている。 
「１．いる」と回答した方に、死亡場所と人
数では、次のようになる 
 
（3）死亡場所 
亡くなられた方の死亡場所と、人数は以下

の通りである。 
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死亡場所は、「施設内」が 54.0％、「入院先
病院」が 44.1％、「在宅に戻り」が 0.3％、「そ
の他」が 1.5％となっている。 
 
（4）家族の看取り状況 
亡くなられた方の介護状況看取りについ

てでは「家族の方が、死亡時に立ち合って亡
くなられた方は何名でしたか」では、次の通
りである。 
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家族の看取り状況は、死亡者合計に対し、「家
族が立ち合った」が 29.7％となっている。 
 

（5）家族等が訪問したケース 
死亡時は立ち合っていなくても、「亡くな

る前に、ご家族等が施設を訪ねたケースはあ
りましたか」の問では、家族等が訪問したケ
ースは、「ある」が 84.1％、「ない」が 7.4％
となっている。また、「ある」場合の件数の
平均は、9.17 件となっている。 
 

（6）死因 
亡くなられた方の死因についての病名と死
亡者数では、以下の通りである。 
死因 死亡者数 
・老衰 
・肺疾患 
・心臓疾患 
・脳疾患 
・呼吸器疾患 
・癌 
・上記以外 

942 名 
390 名 
257 名 
95 名 
64 名 
57 名 
106 名 

合計 1,911 名 
死因は、「老衰」が 942 名と最も多く、次い



で「肺疾患」が 390 名、「心臓疾患」が 257
名などとなっている。 
 
（7）死亡時期 
亡くなられた方の死亡時期（月）について

は、以下の通りである。 
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死亡時期の平均は、「３月」が 1.50 名と最

も多く、「６月」が 1.28 名と最も少なくなっ
ている。 
 

（8）死亡前の話し合い状況 
亡くなられた方について「死亡前、家族の

方々と亡くなる場所などについて話し合い
が持たれましたか」では、以下の通りである。 
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家族（親戚）等
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平均 10.01 件 2.86 件 
 
死亡前の話し合い状況の平均は、「家族（親

戚）等と話し合われた件数」が 10.01 件、「家
族（親戚）等と話し合われなかった件数」が
2.86 件となっている。 
 

（9）家族と連絡がとれなかったケース 
家族等と連絡がとれなかったケースは、

「ある」が 1.1％、「ない」が 96.8％となっ
ている。また、「ある」場合の件数の平均は、
3.00 件となっている。 
 
（10）成年後見人制度等を利用したケース 
成年後見人制度等を利用していたケース

は、「ある」が 11.6％、「ない」が 85.2％と
なっている。また、「ある」場合の件数の平
均は、1.27 件となっている。 
 

（11）通夜や葬儀を施設が行なったケース 
通夜や葬儀を施設が行なったケースは、

「ある」が 9.0％、「ない」が 88.4％となっ
ている。また、「ある」場合の件数の平均は、
5.76 件となっている。 
 
（12）終末ケアの考え方 
終末ケアの考え方は、「施設の基本的な考

え方として家族の意向を尊重する。」が
68.3％と最も多く、次いで「当施設では、利
用者の状態が急変した場合、病院へ入院し、
そこで終末を迎えるようにしている」が
18.5％、「当施設は基本的には施設内での看

取りを行っている。」が 9.0％となっている。 
 

（13）共同墓地等の所持 
共同墓地等の所持は、「ある」が 11.1％、

「ない」が 84.7％、「その他」が 2.1％とな
っており、「現在検討中」、「今後検討する」
と回答した施設はなかった。 
 
（14）まとめ 
以上の研究結果より、先の筆者の研究と比

較すると、特別養護老人ホームにおける終末
ケアの実践は確実に高まってきていること
が伺われる。その理由は 3点ある。 
第一の理由は、筆者の施設における聞き取

り等から、介護報酬の加算があげられる。こ
れは、2009 年から在宅又は施設における看取
りの加算が行なわれたことも、理由の 1つと
してあげられる。 
第 2の理由は、社会福祉基礎構造改革の流

れを受け、利用者の人権、サービスの質の向
上、利用者の権利擁護の部分が施設内に浸透
し、終末ケア体制に家族の意向も終末ケアマ
ネジメントに反映されていると考えられる。 
第 3の理由は、過去の筆者の調査と比較し

て、施設利用者の長期入所により配偶者及び
家族・近隣の方がいなくなってきており、新
たな社会福祉サービスである、成年後見制度
の利用がみられる点である。さらに、施設が
家族にかわり、通夜や葬儀を行っているケー
スが平均で 5.76 件あり、今後こうしたケー
スがますます増えることが考えられる。しか
し、これらの制度は、基本的に当事者の死亡
により支援が終了する為、その後、施設利用
者の私物の処理などが課題として残される。
近年、晩婚化、非婚化傾向、単身者増加傾向
に伴い、超高齢化社会の、自助、共助、公助、
互助の具体的取り組みが課題である。これら
の課題については、地域包括ケアシステムの
なかで再構築が必要である。 
 
（15）今後の課題と展望 
筆者は、2015 年以降も本研究は継続する予定
である。今後は調査対象を更に広げ、日本全
体の終末ケアの課題について論究する予定
である。 
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